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本部拠点区分　資金収支計算書
（自）平成 29 年 4 月 1 日　（至）平成 30 年 3 月 31 日

第一号第四様式

勘 定 科 目 差異(A)-(B)予 算 ( A ) 決 算 ( B ) 備 考

（単位：円）

25,788,642経常経費寄附金収入 288,64225,500,000 ;
693受取利息配当金収入 1,3072,000
0その他の収入 00
0流動資産評価益等による資金増加額 00

25,789,335    事業活動収入計（1） 287,33525,502,000 ;
6,892,402人件費支出 947,5987,840,000

0  役員報酬支出 100,000100,000
3,898,672  職員給料支出 801,3284,700,000
1,105,500  職員賞与支出 4,5001,110,000
1,042,117  非常勤職員給与支出 37,8831,080,000
846,113  法定福利費支出 3,887850,000
82,944事業費支出 67,056150,000
82,944  車輛費支出 67,056150,000

11,088,479事務費支出 2,586,52113,675,000
75,878  福利厚生費支出 25,87850,000 ;
649,690  旅費交通費支出 49,690600,000 ;
197,688  研修研究費支出 202,312400,000
43,167  事務消耗品費支出 56,833100,000
185,976  通信運搬費支出 34,024220,000
239,146  会議費支出 110,854350,000
84,160  広報費支出 15,840100,000
204,326  手数料支出 44,326160,000 ;
542,650  保険料支出 192,650350,000 ;

1,466,425  賃借料支出 8,5751,475,000
2,060,257  租税公課支出 1,479,7433,540,000
154,086  保守料支出 425,914580,000
166,464  渉外費支出 33,536200,000
126,520  諸会費支出 123,480250,000

4,761,864  支払報酬支出 388,1365,150,000
130,182  雑支出 19,818150,000

3,688,629支払利息支出 21,3713,710,000
5,000,000その他の支出 5,000,0000 ;
5,000,000  雑支出 5,000,0000 ;

0流動資産評価損等による資金減少額 00
0法人税住民税事業税支出 00

26,752,454    事業活動支出計（2） 1,377,45425,375,000 ;
963,119  事業活動資金収支差額（3）=（1）-（2） 1,090,119127,000 ;

0施設整備等補助金収入 00
0施設整備等寄附金収入 00
0設備資金借入金収入 00
0固定資産売却収入 00
0その他の施設整備等による収入 00
0    施設整備等収入計（4） 00

3,014,340設備資金借入金元金償還支出 03,014,340
0固定資産取得支出 00
0固定資産除却・廃棄支出 00
0ファイナンス・リース債務の返済支出 00

369,792その他の施設整備等による支出 369,7920 ;
369,792  長期未払金支払支出 369,7920 ;

3,384,132    施設整備等支出計（5） 369,7923,014,340 ;
3,384,132  施設整備等資金収支差額（6）=（4）-（5） 369,792; 3,014,340 ;

0長期運営資金借入金元金償還寄附金収入 00
0長期運営資金借入金収入 00
0長期貸付金回収収入 00
0投資有価証券売却収入 00

22,739,055積立資産取崩収入 022,739,055
22,739,055  借入金元金返済資金取崩収 022,739,055

0事業区分間長期借入金収入 4,1824,182
0拠点区分間長期借入金収入 3,856,1433,856,143
0拠点区分間長期貸付金回収収入 1,356,0001,356,000

7,500,000拠点区分間繰入金収入 9,300,00016,800,000
0その他の活動による収入 00

30,239,055    その他の活動収入計（7） 14,516,32544,755,380
9,750,000長期運営資金借入金元金償還支出 09,750,000

0長期貸付金支出 00
0投資有価証券取得支出 00
0積立資産支出 1,587,5001,587,500
0  借入金元金返済資金積立支出 1,587,5001,587,500

790,000事業区分間長期貸付金支出 790,0000 ;
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勘 定 科 目 差異(A)-(B)予 算 ( A ) 決 算 ( B ) 備 考

（単位：円）

3,405,000拠点区分間長期貸付金支出 1,341,0004,746,000
10,455事業区分間長期借入金返済支出 4,18214,637

9,505,800拠点区分間長期借入金返済支出 3,856,14313,361,943
0その他の活動による支出 5,360,0005,360,000
0  長期未払金支払支出 360,000360,000

23,461,255    その他の活動支出計（8） 11,358,82534,820,080
6,777,800  その他の活動資金収支差額（9）=（7）-（8） 3,157,5009,935,300

  予備費支出（10） 00
2,430,549  当期資金収支差額合計（11）=（3）+（6）+（9）-（10） 4,617,4117,047,960

5,788,967  前期末支払資金残高（12） 22,505,20428,294,171
8,219,516  当期末支払資金残高（11）+（12） 27,122,61535,342,131
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本部拠点区分　事業活動計算書
（自）平成 29 年 4 月 1 日　（至）平成 30 年 3 月 31 日

第二号第四様式

（単位：円）

勘 定 科 目 当年度決算（A) 前年度決算（B) 増減（A)-（B)

910,000経常経費寄附金収益 24,878,64225,788,642
0その他の収益 00

910,000    サービス活動収益計（1） 24,878,64225,788,642
7,334,241人件費 441,8396,892,402 ;
5,414,046  職員給料 1,515,3743,898,672 ;
1,290,000  職員賞与 184,5001,105,500 ;

0  非常勤職員給与 1,042,1171,042,117
630,195  法定福利費 215,918846,113
457,124事業費 374,18082,944 ;
457,124  車輛費 374,18082,944 ;

8,786,571事務費 2,301,90811,088,479
59,724  福利厚生費 16,15475,878
579,773  旅費交通費 69,917649,690
435,991  研修研究費 238,303197,688 ;
109,630  事務消耗品費 66,46343,167 ;

800  印刷製本費 8000 ;
19,440  修繕費 19,4400 ;
236,274  通信運搬費 50,298185,976 ;
291,219  会議費 52,073239,146 ;
124,520  広報費 40,36084,160 ;
176,300  手数料 28,026204,326
409,700  保険料 132,950542,650
121,824  賃借料 1,344,6011,466,425

1,896,500  租税公課 163,7572,060,257
1,081,344  保守料 927,258154,086 ;
139,880  渉外費 26,584166,464
180,520  諸会費 54,000126,520 ;

2,691,586  支払報酬 2,070,2784,761,864
231,546  雑費 101,364130,182 ;

0利用者負担軽減額 00
11,990,632減価償却費 11,489,070501,562 ;
1,349,052国庫補助金等特別積立金取崩額 1,314,052; 35,000 ;

0徴収不能額 00
0徴収不能引当金繰入 00
0その他の費用 00

27,219,516    サービス活動費用計（2） 8,689,12918,530,387 ;
26,309,516  サービス活動増減差額（3）=（1）-（2） 33,567,7717,258,255 ;

0借入金利息補助金収益 00
540受取利息配当金収益 153693
0有価証券評価益 00
0有価証券売却益 00
0投資有価証券評価益 00
0投資有価証券売却益 00

172,768その他のサービス活動外収益 172,7680 ;
172,768  雑収益 172,7680 ;
173,308    サービス活動外収益計（4） 172,615693 ;

1,860,874支払利息 1,827,7553,688,629
0有価証券評価損 00
0有価証券売却損 00
0投資有価証券評価損 00
0投資有価証券売却損 00
0減価償却費 15,330,22715,330,227
0国庫補助金等積立金取崩額 1,752,068; 1,752,068 ;
0その他のサービス活動外費用 5,000,0005,000,000
0  雑損失 5,000,0005,000,000

1,860,874    サービス活動外費用計（5） 20,405,91422,266,788
1,687,566  サービス活動外増減差額（6）=（4）-（5） 20,578,529; 22,266,095 ; ;

27,997,082    経常増減差額（7）=（3）+（6） 12,989,242; 15,007,840 ;
0施設整備等補助金収益 00
0施設整備等寄附金収益 00
0長期運営資金借入金元金償還寄附金収益 00
0固定資産受贈額 00
0固定資産売却益 00

2,589,246拠点区分間長期借入金返済免除益 2,589,2460 ;
17,928,000拠点区分間繰入金収益 10,428,0007,500,000 ;
220,617,717拠点区分間固定資産移管収益 220,617,7170 ;
2,120,613事業未収金移管額 2,120,6130 ;

9,000立替金移管額 9,0000 ;
0その他の特別収益 00
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勘 定 科 目 当年度決算（A) 前年度決算（B) 増減（A)-（B)

243,264,576    特別収益計（8） 235,764,5767,500,000 ;
0基本金組入額 00
0資産評価損 00

676,103固定資産売却損・処分損 676,1030 ;
676,103  車輌運搬具売却損・処分損 676,1030 ;

0国庫補助金等特別積立金取崩額（除却等） 00
0国庫補助金等特別積立金積立額 00
0災害損失 00

1,002,265事業区分間長期貸付金回収免除損失 1,002,2650 ;
2,102,463事業未払金移管額 2,102,4630 ;

189,321,840設備資金借入金移管額 189,321,8400 ;
4,500,000長期運営資金借入金移管額 4,500,0000 ;

0その他の特別損失 70,634,50070,634,500
0  長期貸付金貸倒 70,634,50070,634,500

197,602,671    特別費用計（9） 126,968,17170,634,500 ;
45,661,905  特別増減差額（10）=（8）-（9） 108,796,405; 63,134,500 ;
17,664,823当期活動増減差額（11）=（7）+（10） 95,807,163; 78,142,340 ;
73,291,558前期繰越活動増減差額（12） 17,664,82390,956,381
90,956,381当期末繰越活動増減差額（13）=（11）+（12） 78,142,34012,814,041 ;

0基本金取崩額（14） 00
0その他の積立金取崩額（15） 00
0その他の積立金積立額（16） 00

90,956,381  次期繰越活動増減差額（17）=（13）+（14）+（15）-（16） 78,142,34012,814,041 ;



本部拠点区分　貸借対照表

平成 30 年 3 月 31 日 現在

第三号第四様式

資 産 の 部 負 債 の 部
当 年 当 年前 年

増 減
前 年

増 減

（単位：円）

度 末 度 末 度 末 度 末

6,744,559流動資産 2,170,1488,914,707 流動負債 1,088,729 1,325,384 ; 236,655
4,599,003  現金預金 1,507,3296,106,332   事業未払金 147,199 394,136 ; 246,937
2,120,613  事業未収金 37,2282,083,385 ;   事業区分間未払金 35,442 0 35,442

15,943  未収金 15,9430 ;   拠点区分間未払金 162 162 0
0  事業区分間未収金 67,20567,205   その他の未払金 305,974 503,918 ; 197,944
0  拠点区分間未収金 548,785548,785   1年以内支払予定長期未払金 393,538 369,792 23,746

9,000  立替金 09,000   預り金 114,893 16,530 98,363
0  事業区分間貸付金 100,000100,000   職員預り金 91,521 40,846 50,675

333,604,047固定資産 105,010,344228,593,703 ; 固定負債 197,955,885 220,630,018 ; 22,674,133
235,098,188 基本財産 15,330,227219,767,961 ;   設備資金借入金 186,307,500 189,321,840 ; 3,014,340
235,098,188  建物 15,330,227219,767,961 ;   長期運営資金借入金 10,976,715 20,726,715 ; 9,750,000
98,505,859 その他の固定資産 89,680,1178,825,742 ;   事業区分間長期借入金 0 10,455 ; 10,455
1,167,883  車輌運搬具 467,150700,733 ;   拠点区分間長期借入金 0 9,505,800 ; 9,505,800

34,421  器具及び備品 34,4129 ;   長期未払金 671,670 1,065,208 ; 393,538
70,634,500  長期貸付金 70,634,5000 ;   負債の部合計 199,044,614 221,955,402 ; 22,910,788

純 資 産 の 部2,100,000  事業区分間長期貸付金 790,0002,890,000
1,830,000  拠点区分間長期貸付金 3,405,0005,235,000 基本金 0 0 0

22,739,055  借入金元金資金積立資産 22,739,0550 ; 国庫補助金等特別積立金 25,649,755 27,436,823 ; 1,787,068
その他の積立金 0 0 0
次期繰越活動増減差額 12,814,041 90,956,381 ; 78,142,340
（うち当期活動増減差額） ; 78,142,340 17,664,823 ; 95,807,163
  純資産の部合計 38,463,796 118,393,204 ; 79,929,408

340,348,606  資産の部合計 102,840,196237,508,410 ;   負債及び純資産の部合計 237,508,410 340,348,606 ;102,840,196



計算書類に対する注記（本部拠点区分） 
 

１．重要な会計方針  

 社会福祉法人会計基準（平成28年3月31日厚生労働省令第79号 改正 平成28年11月11日厚生労

働省令第168号）を採用している。 

  

（１）固定資産の減価償却の方法  

   建物（基本財産）、車輛運搬具、器具及び備品 

   ・平成26年3月31日以前に取得したものについては、残存価額を取得価額の10%として償却を行い、 

耐用年数到来時においても使用しているものについては、備忘価額（1円）まで償却している。 

・平成26年4月1日以降に取得したものについては、残存価額はゼロとし、償却累計額が当該資産の

取得価額から備忘価額（１円）を控除した金額に達するまで償却している。 

 

２．重要な会計方針の変更  

  該当なし          

  

３．採用する退職給付制度  

 該当なし 

 

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分 

 当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりとなっている。 

 （１）本部拠点区分財務諸表（第１号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式） 

 （２）拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙3（⑪）） 

   ア 法人本部 

   イ 旧介護老人保健施設  

（３）拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙3（⑩））の作成は省略している。 

 

５．基本財産の増減の内容及び金額 

 基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。 
 

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 
建物 235,098,188 0 15,330,227 219,767,961 
合  計 235,098,188 0 15,330,227 219,767,961 

 

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し 

 該当なし 

 

７．担保に供している資産 

 担保に供している資産は下記のとおりである。 
  建物（基本財産）  219,767,961円 
       計    219,767,961円 
 
 担保している債務の種類及び金額は下記のとおりである。 
  設備資金借入金   184,620,000円 
       計    184,620,000円 
 



８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。 

（単位：円） 

  取得価額 減価償却累計額 当期末残高 
建物（基本財産） 462,732,092 242,964,131 219,767,961 
車輛運搬具 2,701,876 2,001,143 700,733 
器具及び備品 4,792,932 4,792,923 9 
合  計 470,226,900 249,758,197 220,468,703 

 

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高 

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。 

（単位：円） 

  債 権 額 徴収不能引当金の当

期末残高 
債権の当期末残高 

事業未収金 2,083,385 0 2,083,385 
事業区分間未収金 67,205 0 67,205 
拠点区分間未収金 548,785 0 548,785 
立替金 9,000 0 9,000 
事業区分間貸付金 100,000 0 100,000 
合  計 2,808,375 0 2,808,375 

 
１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 
該当なし 
 
１１．重要な後発事象 
 該当なし 
 
１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を 
明らかにするために必要な事項 
 該当なし 


